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１ 統一的な基準による財務書類について 

現行の官庁会計（公会計）は、現金の収支という客観的な情報に基づく会計制度とし

て、公金の適正な出納管理に適している一方、これまで整備してきた公共施設などの資

産、借入金などの負債といったストック情報や、減価償却費などの現金支出を伴わない

費用（コスト）を含めた、行政サービスを提供するためのフルコストが見えにくいなど

の弱点がありました。  

この弱点を補完するために、企業会計の考え方を取入れて新たに導入された会計手法

を新地方公会計といいます。  

滝沢市ではこれまで「総務省方式改定モデル」により財務書類を作成し公表してきま

したが、平成 28 年度決算から、全国の地方公共団体で共通の基準である「統一的な基

準」により財務書類を作成しています。 

 

 

（単位：百万円）

◆　資産 ◆負債 ・業務活動収支

・投資活動収支

（内訳）  （うち地方債） ・財務活動収支　

・有形固定資産 ◆本年度資金収支額

・無形固定資産 ・前年度末資金残高

・投資その他 ◆本年度末資金残高（歳計現金）

・流動資産 ◆純資産

 （うち現金預金） ・本年度末歳計外現金残高

・本年度末現金預金残高

前年度末純資産高 ◆経常費用
（内訳） ・業務費用

・純行政コスト（△） ・移転費用　
・財源（税収等など）
◆本年度差額 ◆経常収益
・資産評価差額
・無償所管換等 純経常行政コスト
◆本年度純資産変動額

・　臨時損失
本年度末純資産残高 ・　臨時利益

純行政コスト

174

2,481

4,092

18,728

17,597

△ 79063,504

56,756

1,351

△ 721

△ 160

905

745

貸方
63,504

20,191

44,776

20,846
11,847
8,999

658

44,776

11

20,188

18
15

756

※　金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

756

63,504
借方

△ 4
15

△ 504

45,280

△ 20,191
19,676
△ 514

令和４年度滝沢市の財務書類

（財務書類４表の相互関係）

貸借対照表 資金収支計算書

純資産変動計算書 行政コスト計算書

令和４年度滝沢市の財務書類（概要版）
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（単位：百万円）

◆　資産 ◆負債 ・業務活動収支
・投資活動収支

（内訳）  （うち地方債） ・財務活動収支　
・有形固定資産 ◆本年度資金収支額
・無形固定資産 ・前年度末資金残高
・投資その他 ◆本年度末資金残高（歳計現金）
・流動資産 ◆純資産
 （うち現金預金） ・本年度末歳計外現金残高

・本年度末現金預金残高

前年度末純資産高 ◆経常費用
（内訳） ・業務費用

・純行政コスト（△） ・移転費用　
・財源（税収等など）
◆本年度差額 ◆経常収益
・資産評価差額
・無償所管換等 純経常行政コスト
◆本年度純資産変動額

・　臨時損失
本年度末純資産残高 ・　臨時利益

純行政コスト

※　金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

●　令和４年度の概況（対前年度増減額）

流動資産
固定負債
流動負債

PL
経常費用
経常収益
純経常行政コスト
純行政コスト

NW
税収等
純行政コスト
国県等補助金

CF

584

831△ 784△ 1,288
△ 889

△ 994
580

△ 504
16
12

△ 402
△ 984 △ 25

△ 4
△ 5

489 555
590

△ 584 △ 36

△ 2

借方 貸方
△ 1,288 △ 1,288 △ 163

525
△ 277 △ 160
△ 163 △ 504

△ 435
△ 1,614 △ 721 △ 493

77 332

貸借対照表 資金収支計算書

純資産変動計算書 行政コスト計算書

令和４年度滝沢市の財務書類

（対前年度増減額）

【貸借対照表】

前年度に対して、資産は1,288百万円減少（△2.0％）し、負債は784百万円減少（△4.2％）し、結果として資産から負

債を差し引いた純資産は504百万円減少（△0.1％）しました。

資産では、事業用資産の建物及びインフラ資産の工作物の減価償却等により固定資産は1,012百万円減少

（△1.7％）し、財政調整基金の減少等により流動資産は277百万円減少（△6.3％）しました。

負債では、地方債の減少等により固定負債は763百万円減少（△6.3％）し、地方債の減少等により流動負債は22百

万円減少（△4.2％）しました。

【行政コスト計算書】

前年度に対して、経常費用は555百万円増加（＋2.7％）した一方、経常収益は25百万円減少（△3.6％）した結果、経

常費用から経常収益を差し引いた純経常行政コストは580百万円増加（＋3.0％）しました。また、純行政コストは584百

万円増加（＋3.0％）しました。

【純資産変動計算書】

前年度に対して、財源としての税収等は372百万円増加（＋3.1％）した一方、純行政コストは584百万円増加（＋

3.0％）し、国県等補助金は773百万円減少（△9.4％）したこと等により、本年度純資産変動額は前年度が490百万円

のプラスであったのに対して、令和４年度は504百万円のマイナスとなりました。（前年度との差額△994百万円）

【資金収支計算書】

前年度に対して、業務活動収支は889百万円のマイナス（△40％）、投資活動収支は831百万円のプラス（＋48.7％）、

財務活動収支は435百万円のマイナス（△252.2％）となった結果、本年度資金収支額は493百万円のマイナス

（△148.2％）となりました。
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２ 貸借対照表について 

貸借対照表とは、会計年度末時点における市の財政状況（資産・負債・純資産の残高

及び内訳）についての情報を示すものです。  

貸借対照表の左右の合計額は等しくなり、会計年度末における資産と負債のバランス

を把握することが容易となっています。  

この計算書により算出された「純資産合計」と内訳の「固定資産等形成分」と「余剰

分（不足分）」は、「純資産変動計算書」の「本年度末純資産残額」及びその内訳の額に

連動します。  

 

 

 

  

  

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 59,411百万円 固定負債 17,141百万円

有形固定資産 56,756百万円 地方債 16,191百万円

事業用資産 24,523百万円 その他※2 950百万円

土地 7,680百万円 流動負債 1,587百万円

立竹木 2,116百万円 1年内償還予定地方債 1,405百万円

建物※1 13,511百万円 その他※2 181百万円

工作物※1 1,206百万円 負債合計 18,728百万円
その他※2 10百万円 【純資産の部】

インフラ資産 31,999百万円 固定資産等形成分 62,673百万円

土地 15,417百万円 余剰分（不足分） △ 17,897百万円

建物※1 17百万円

工作物※1 16,293百万円

その他※2 272百万円

物品※1 235百万円

無形固定資産 174百万円

投資その他の資産 2,481百万円

うち基金 1,195百万円

流動資産 4,092百万円

うち現金預金 756百万円
うち財政調整基金 2,179百万円

うち減債基金 1,083百万円 純資産合計 44,776百万円
資産合計 63,504百万円 負債及び純資産合計 63,504百万円

※　理解しやすくするために実際の表を調整しています。
※　下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。
※1　「建物」、「工作物」、「物品」の金額は、減価償却累計額控除後のものです。
※2　「その他」の金額は、各区分で示している勘定科目以外の合計です。

貸借対照表
（令和５年３月３１日現在）
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（１）資産、負債、純資産の状況 

令和４年度決算では、資産が 63,504 百万円であったのに対して負債は 18,728 百万円

（対資産比 29.5％）となり、資産から負債を差し引いた正味資産としての純資産は

44,776 百万円（対資産比 70.5％）となりました。 

前年度に対して資産は 1,288 百万円減少（△2.0％）し、負債は 784 百万円減少（△

4.2％）し、結果として純資産は 504 百万円減少（△0.1％）しました。 

このように、将来世代が負担する債務である負債が減少し、将来世代が利用可能な資

源である純資産が増加している状況となっています。  

 

◆  資産 

 市が行政サービスを提供するために保有し、あるいは将来サービスを提供するた

めに用いることができる資源のことです。  

◆  負債 

 市のこれまでの行政活動の結果により現在有することとなった、将来世代が負担

する債務のことです。  

◆  純資産 

 市のこれまでの行政活動の結果としての資産から、将来世代が負担する債務であ

る負債を差引いた正味財産のことです。  

 純資産はこれまでの世代の負担によって蓄積された、将来世代が利用可能な資源

の価値であると考えることができます。  

 

資産、負債、純資産の推移 

（単位：百万円）  

 

※  百万円未満を四捨五入しています。  

資産 負債 純資産

H30 66,190 19,922 46,268

R1 65,349 20,226 45,122

R2 64,697 19,906 44,791

R3 64,792 19,512 45,280

R4 63,504 18,728 44,776
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（２）（資産の内訳）固定資産、流動資産の状況 

令和４年度決算では、固定資産は 59,411 百万円、流動資産は 4,092 百万円と、資産

全体に占める割合は、固定資産は 93.6％、流動資産は 6.4％でした。 

前年度に対して固定資産は 1,012 百万円減少（△1.6％）し、流動資産は 277 百万円

増加（△6.3％）しました。 

 

 

◆  固定資産と流動資産の区別について  

 １年以内に現金化又は費用化が可能な資産を流動資産と、それ以外を固定資産と

区別します。  

 ただし、基金については次のとおりとなります。  

① 減債基金  特定の地方債と紐づけられている→固定資産  

紐づけられていない→流動資産  

② 財政調整基金 →流動資産  

 

 

固定資産、流動資産の推移 

（単位：百万円）  

 

※  百万円未満を四捨五入しています。 

  

固定資産 流動資産

H30 63,627 2,563

R1 62,646 2,703

R2 61,419 3,278

R3 60,423 4,369

R4 59,411 4,092
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（３）固定資産の状況 

①有形固定資産の状況 

固定資産全体に占める有形固定資産の割合は、令和４年度決算では 95.5％でした。  

有形固定資産について、令和３年度決算では 58,370 百万円であったのに対して、令

和４年度決算では 56,756 百万円となり、1,614 百万円減少（△2.8％）しました。  

主な内訳としては、建物は 763 百万円の減少（△5.3％）、工作物（インフラ）は 161

百万円の減少（△11.8％）です。 

これは建物や工作物（インフラ）などの償却資産について、減価償却が進んだことに

よるものです。  

 

固定資産は有形固定資産と無形固定資産とに分けられ、有形固定資産はさらに事

業用資産とインフラ資産とに分けられます。  

◆ 事業用資産  

 庁舎、学校、コミュニティセンターなどインフラ資産以外の有形固定資産  

◆ インフラ資産  

 道路、公園（有形固定資産）  

◆ 物品 

 取得価格（又は再調達価格）50 万円以上の備品  

 

有形固定資産の内訳・推移 

（単位：百万円）  

 

※  百万円未満を四捨五入しています。 

※  物品以外の括弧書きのない項目は、事業用資産です。 

 

土地 立木竹 建物 工作物
建設仮

勘定

土地

（イン

フラ）

建物

（イン

フラ）

工作物

（イン

フラ）

建物仮

勘定

（イン

フラ）

物品

H30 7,717 2,102 15,203 1,543 139 14,878 3 20,110 419 179

R1 7,678 2,102 15,111 1,570 131 14,952 3 19,161 281 175

R2 7,661 2,102 14,545 1,435 165 15,138 3 18,105 310 258

R3 7,663 2,116 14,274 1,367 4 15,361 2 17,014 317 252

R4 7,680 2,116 13,511 1,206 10 15,417 17 16,293 272 235
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②無形固定資産、投資その他の資産の状況 

固定資産全体に占める投資その他の資産の割合は、令和４年度決算では 4.2％でした。

（無形固定資産の割合は僅少です。）  

投資その他の資産について、令和３年度決算では 1,956 百万円であったのに対して、

令和４年度決算では 2,481 百万円となり、525 百万円増加（＋26.8％）しました。  

内訳としては、投資及び出資金は 26 百万円の増加（＋2.2％）、長期延滞債権は 3 百

万円の増加（＋3.8％）、特定目的基金は 496 百万円の増加（＋71.0％）、徴収不納引当金

は前年度微増です。  

投資及び出資金の増加分は水道事業会計への出資金で、特定目的基金は、ふるさと納

税関連事業への充当等を目的とした地域整備特別対策事業基金や、特定防衛施設周辺整

備調整交付金事業基金等を取崩した一方、ふるさと納税による寄附金を含む地域整備を

目的とした地域整備特別対策事業基金への積立て等により大きく増加しました。 

 

◆ 無形固定資産  

 商標権など  

◆ 投資その他の資産  

 有価証券、出資金・出損金、特定目的基金、長期延滞債権など  

 

 

無形固定資産、投資その他の資産の内訳・推移  

（単位：百万円）  

 

※  百万円未満を四捨五入しています。 

ソフトウェア

その他

（無形固定

資産）

投資及び

出資金

長期延滞債

権
長期貸付金

特定目的基

金

徴収不能

引当金

H30 0 1 1,106 103 2 133 △ 9

R1 113 1 1,125 87 2 160 △ 4

R2 90 0 1,155 84 2 370 △ 3

R3 97 0 1,180 79 0 699 △ 2

R4 174 0 1,206 82 0 1,195 △ 2

△ 200
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（４）流動資産の状況 

流動資産について、令和３年度決算では 4,369 百万円であったのに対して、令和４年

度決算では 4,092 百万円となり、277 百万円減少（△6.3％）しました。  

主な内訳としては、現金預金は 163 百万円の減少（△17.7％）、財政調整基金は 55 百

万円の減少（△2.5％）、減債基金は 50 百万円の減少（△4.4％）です。 

このうち、現金預金には預り金（契約保証金や源泉徴収所得税などの歳計外現金）や

繰越事業に係る翌年度繰越一般財源が含まれており、前年度に対して預り金は 2 百万円

の減少、翌年度繰越一般財源は 54 百万円の減少となりました。これらの金額を差し引

くと、市が自由に使用できるお金としての現金預金は、前年度に対して 107 百万円の減

少となりました。 

市が自由に使用できるお金としての現金預金の年度末残高は 649 百万円となり、これ

に財政調整基金及び減債基金を加えた額は 3,911 百万円となりますので、令和３年度末

残高の 4,123 百万円に対して 212 百万円の減少（△5.1％）となりました。  

 

 

◆ 流動資産  

 現金預金、財政調整基金、減債基金（満期一括償還分以外）、未収金など  

 

 

流動資産の内訳・推移 

（単位：百万円）  

 

※  百万円未満を四捨五入しています。   

現金預金 未収金 財政調整基金 減債基金 棚卸資産
徴収不能

引当金

H30 457 31 1,375 642 61 △ 3

R1 480 37 1,486 643 61 △ 3

R2 580 48 1,721 883 48 △ 2

R3 919 37 2,234 1,133 48 △ 1

R4 756 37 2,179 1,083 38 △ 1
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（５）（負債の内訳）固定負債、流動負債の状況  

令和４年度決算では、固定負債は 17,174 百万円、流動負債は 1,587 百万円と、負債

全体に占める割合は、固定負債は 91.5％、流動負債は 8.5％でした。  

前年度に対して固定負債は 763 百万円減少（△4.3％）し、流動負債は 21 百万円減少

（△1.3％）しました。 

固定負債の内訳としては、地方債は 721 百万円の減少（△4.2％）、退職手当引当金は

60 百万円の減少（△5.9％）です。退職手当引当金について、将来の退職手当の支給に

備えて、市町村総合事務組合に負担金を支出し積立を行っておりますが、前年度に対し

て退職手当支給予定額は 35 百万円増加（＋1.8％）、組合の積立額が 95 百万円増加（＋

10％）しました。  

流動負債の主な内訳としては、１年内償還予定地方債が 19 百万円の減少（△1.3％）、

賞与等引当金が 4 百万円の増加（＋2.4％）、預り金が 2 百万円の減少（△15.4％）です。  

 

◆  固定負債と流動負債の区別について  

１年以内に支払期限が到達するか、あるいは引当金を使用できるものを流動負債

と、それ以外を固定負債と区別します。  

◆  退職手当引当金  

年度末で全職員が自己都合により退職すると仮定した場合の退職手当支給総額か

ら退職手当組合積立金及び運用益を控除した額をいいます。  

◆  預り金 

契約保証金や源泉徴収所得税など、市の歳入とならない歳計外現金をいいます。  

 

固定負債、流動負債の内訳・推移 

（単位：百万円）  

 
※  百万円未満を四捨五入しています。   

地方債
退職手当

引当金

１年内償還

予定地方債
未払金

賞与等

引当金
預り金

H30 17,191 1,257 1,299 1 155 20

R1 17,546 1,190 1,313 1 158 17

R2 17,270 1,122 1,334 1 172 8

R3 16,894 1,010 1,424 7 165 13

R4 16,191 950 1,405 1 169 11
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（６）純資産の状況 

令和４年度決算では、資産から負債を差し引いた正味資産としての純資産は 44,776

百万円となりました。  

純資産の内訳のうち固定資産等形成分が 62,673 百万円であったのに対して、純資産

から固定資産等形成分を差し引いた差額である余剰分は△17,897 百万円となり、前年度

に対して固定資産等形成分は 1,117 百万円減少（△1.8％）し、余剰分は 613 百万円増

加（＋3.3％）しました。 

固定資産等形成分の主な減少の要因は、財政調整基金が 55 百万円減少、減債基金が

50 百万円減少したほか、建物やインフラ等の固定資産が 1,012 百万円減少したことに

よるものです。  

余剰分の減少の主な要因は、負債が 784 百万円減少したことによるもので、負債の減

少により、市の費消可能な資源が増加したことを示しています。  

◆  固定資産等形成分  

 資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則として金銭以外の形態（固定資

産等）で保有されます。具体的には貸借対照表の固定資産と、流動資産の短期貸付金

及び基金の合計となります。  

◆  余剰分（不足分）  

 市の費消可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭の形態で保有されます。具体的

には、貸借対照表の純資産額合計から固定資産等形成分を差し引いた額です。  

 

純資産の内訳・推移 

（単位：百万円）  

 

※  百万円未満を四捨五入しています。   

固定資産等形成分
余剰分

（不足分）

H30 65,644 △ 19,377

R1 64,774 △ 19,652

R2 64,023 △ 19,232

R3 63,790 △ 18,510

R4 62,673 △ 17,897

△ 20,000
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３ 行政コスト計算書について 

行政コスト計算書とは、会計年度中の市の費用と収益の取引高を明らかにし、行政コ

ストについての情報を示すものです。  

費用や収益には、発生主義による減価償却費や徴収不能引当金繰入額などの現金支出

を伴わないコストが含まれるとともに、取引高は貸借対照表の勘定科目である各引当金

や未収金、未払金などとの仕訳処理がなされたものとなっており、これまでの現金主義

による歳入歳出決算書では見えにくかった行政コストの情報を、より適正に把握するこ

とが可能となっています。  

この計算書にて算出された「純行政コスト」は次の「純資産変動計算書」に連動しま

す。 

 

科目 金額

経常費用 20,846百万円

業務費用 11,847百万円

人件費 2,480百万円

職員給与費 1,857百万円

賞与等引当金繰入額 169百万円

退職手当引当金繰入額 0百万円

その他 454百万円

物件費等 8,862百万円

物件費 5,857百万円

維持補修費 495百万円

減価償却費 2,510百万円

その他 0百万円

その他の業務費用 506百万円

支払利息 61百万円

徴収不能引当金繰入額 1百万円

その他 444百万円

移転費用 8,999百万円

補助金等 4,153百万円

社会保障給付 3,505百万円

他会計への繰出金 1,186百万円

その他 154百万円

経常収益 658百万円

使用料及び手数料 141百万円

その他 517百万円

純経常行政コスト 20,188百万円

臨時損失 18百万円

災害復旧事業費 16百万円

資産除売却損 2百万円

臨時利益 15百万円

資産売却益 15百万円

純行政コスト 20,191百万円

※　理解しやすくするために実際の表を調整しています。
※　下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自 令和 ４年４月 １日

至 令和 ５年３月３１日

翌年度に支払われる期末勤勉手当等の本会計

年度勤務実績分の支出見込額

本年度末で全職員が自己都合により退職すると

仮定した場合の退職手当支給総額から退職手

当組合積立金及び運用益を控除した額の本年

度増額分

建物や工作物などの償却資産は、利用可能とさ

れる年数（耐用年数）の間に価値が目減りしてい

くが、その本年度分の目減り額

将来において発生が懸念される未収金・長期延

滞債権に係る不納欠損額について、過去の徴収

不能実積率より算出した見込額の本年度増額分
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（１）行政コストの状況  

令和３年度決算では、経常費用が 20,291 百万円であったのに対して経常収益は 683

百万円となり、経常費用から経常収益を差し引いた純経常行政コストは 19,608 百万円

となりました。これに臨時損失から臨時利益を差し引いた額を加えた純行政コストは

19,607 百万円となりました。  

前年度に対して経常費用は 4,282 百万円減少（△17.4％）した一方、経常収益は 78

百万円減少（△10.2％）した結果、純経常行政コストは 4,204 百万円増加（+17.7％）し

ました。また、純行政コストは 4,209 百万円増加（+17.7％）しました。  

◆  経常費用 

資産形成や地方債元金償還に関わる経費を除く、行政サービスを提供するための

経費をいいます。  

◆  経常収益 

 税収等や国県等補助金といった直接的な対価性のない収入を除く、行政サービス

の対価としての使用料や手数料、あるいは財産収入や諸収入など通常の事業過程で

得られた収入をいいます。  

◆  純経常行政コスト  

経常費用から経常収益を差し引いた額  

◆  純行政コスト  

純経常コストに臨時損失（災害復旧事業費、資産除売却損など）と臨時利益（資産

売却益など）の差額を加えた額  

 

行政コストの内訳・推移  

（単位：百万円）  

 

※  百万円未満を四捨五入しています。 

経常費用 経常収益
純経常

行政コスト
臨時損失 臨時利益 純行政コスト

H30 16,953 1,075 △ 15,878 21 15 △ 15,884

R1 18,117 633 △ 17,484 0 1 △ 17,483

R2 24,573 761 △ 23,812 41 36 △ 23,816

R3 20,291 683 △ 19,608 2 3 △ 19,607

R4 20,846 658 △ 20,188 18 15 △ 20,191

△ 30,000

△ 20,000

△ 10,000

0

10,000

20,000

30,000



13 

（２）経常費用、経常収益の状況 

経常費用は業務費用と移転費用に区分され、このうち業務費用は人件費、物件費等、

その他の業務費用に細分されています。  

経常収益は使用料及び手数料とその他の経常収益に区分されます。  

 

（注意）統一的な基準による地方公会計での分類と、地方財政状況調査（決算統計）

との性質別分類とは必ずしも一致しません。例えば決算統計の維持補修費のうち大

きな割合を占める市道除排雪委託料は、統一的な基準では「物件費等」の「物件費」

に計上しています。  

 また決算統計の普通建設事業費に計上されている金額についても、その内容によ

り「物件費」又は「維持修繕費」若しくは貸借対照表の有形固定資産の増加分に振り

分けています。  

 

①業務費用の状況 

業務費用について、令和３年度決算では 11,257 百万円であったのに対して、令和４

年度決算では 11,847 百万円となり、590 百万円増加（＋5.2％）しました。  

業務費用の主な増加の要因は、人件費及び物件費等の増加によるものです。  

人件費は、令和３年度決算では 2,450 百万円であったのに対して、令和４年度決算で

は 2,480 百万円となり、30 百万円増加（＋1.2％）しました。  

人件費の増加の要因は、通常業務のほか、マイナンバーカード関連事業、市長及び市  

議議員補欠選挙及び新型コロナウイルス感染症対応事業による会計年度任用職員の人件   

費や時間外手当の増加によるものです。  

 物件費等は、令和３年度決算では 8,575 百万円であったのに対して、令和４年度決算

では 8,862 百万円となり、287 百万円増加（＋3.4％）しました。  

 物件費等の増加の要因は、福祉システム及び財務会計システムの更新経費 108 百万円

や維持補修費等の経費について、物価高騰等による影響もあり増加したことによるもの

です。 

②移転費用の状況 

移転費用は、令和３年度決算では 9,035 百万円であったのに対して、令和４年度決算

では 8,999 百万円となり、36 百万円僅かに減少（△0.1％）しました。  

主な内訳としては、補助金等は 176 百万円の減少（△4.1％）、社会保障給付は 57 百

万円の減少（△1.6％）です。 

 

③経常収益の状況 

経常収益は、令和３年度決算では 683 百万円であったのに対して、令和４年度決算で

は 658 百万円となり、 25 百万円減少（△3.7％）しました。  

内訳としては、使用料及び手数料は 3 百万円の増加（+2.2％）、その他の経常収益は

28 百万円の減少（△5.1％）です。 

このうちその他の経常収益の減少の要因は、前年度に対して被災地派遣職員給与費等

負担金 9 百万円が皆減したこと等によるものです。  
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◆  賞与等引当金（繰入額） 

翌会計年度に支払われる期末勤勉手当等の本年度勤務実績分の支出見込額をいい

ます。 

◆  退職手当引当金（繰入額）  

本年度末で全職員が自己都合により退職すると仮定した場合の退職手当支給総額

から退職手当組合積立金及び運用益を控除した額をいいます。  

◆  減価償却費  

建物や工作物などの償却資産は、利用可能とされる年数（耐用年数）の間に価値が

目減りしていくが、その本年度分の目減り額をいいます。  

◆  徴収不能引当金（繰入額）  

将来において発生が懸念される未収金・長期延滞債権に係る不納欠損額について、

過去の徴収不能実積率より算出した見込額をいいます。  
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経常費用、経常収益の内訳・推移 

（単位：百万円）  

 

 

経常費用、経常収益の内訳・推移（続き） 

（単位：百万円）  

 

※  百万円未満を四捨五入しています。 

職員

給与費

賞与等

引当金

繰入額

退職手当

引当金

繰入額

その他

（人件費）
物件費

維持補修

費

減価償却

費

その他

（物件費

等）

H30 1,810 155 0 341 4,624 203 2,306 0

R1 1,812 158 0 354 4,932 156 2,398 0

R2 1,816 172 0 418 5,937 223 2,433 0

R3 1,839 165 0 446 5,784 326 2,465 0

R4 1,857 169 0 454 5,857 495 2,510 0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

支払利息

徴収不能

引当金

繰入額

その他

（その他

の業務

費用）

補助金等
社会保障

給付

他会計へ

の繰出金

その他

（移転

費用）

使用料及

び手数料

その他

（経常

収益）

H30 89 0 102 3,345 2,940 999 39 134 941

R1 81 1 144 3,815 3,048 1,063 155 139 494

R2 72 2 158 9,198 3,071 1,063 10 135 626

R3 65 2 165 4,329 3,562 1,138 5 138 545

R4 61 1 444 4,153 3,505 1,186 154 141 517

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000
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４ 純資産変動計算書について 

純資産変動計算書とは、会計年度中の市の純資産及びその内部構成の変動（その他の

純資産減少要因・財源及びその他の純資産増加要因の取引高）についての情報を示すも

のです。  

この計算書により算出された「本年度末純資産残額」及びその内訳の「固定資産等形

成分」と「余剰分（不足分）」は、それぞれ「貸借対照表」の「純資産合計」及びその内

訳の額に連動します。  

 

  

前年度末純資産残高 45,280百万円 63,790百万円 △ 18,510百万円

純行政コスト（△） △ 20,191百万円 △ 20,191百万円

財源 19,676百万円 19,676百万円

税収等 12,229百万円 12,229百万円

国県等補助金 7,448百万円 7,448百万円

本年度差額 △ 514百万円 △ 514百万円

固定資産等の変動（内部変動） △ 1,127百万円 1,127百万円

有形固定資産等の増加 958百万円 △ 958百万円

有形固定資産等の減少 △ 2,509百万円 2,509百万円

貸付金・基金等の増加 1,395百万円 △ 1,395百万円

貸付金・基金等の減少 △ 970百万円 970百万円

資産評価差額 △ 4百万円 △ 4百万円

無償所管換等 15百万円 15百万円

その他 0百万円 0百万円 0百万円
本年度純資産変動額 △ 504百万円 △ 1,117百万円 613百万円

本年度末純資産残高 44,776百万円 62,673百万円 △ 17,897百万円

※　理解しやすくするために実際の表を調整しています。
※　下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

純資産変動計算書
自 令和 ４年４月 １日

至 令和 ５年３月３１日
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（１）純資産変動内容の状況 

令和４年度決算では、純行政コストは 20,191 百万円でした。  

当年度の税収等（市税、譲与税、税交付金、地方交付税、分担金及び負担金、寄付金、

他会計繰入金など）12,229 百万円及び国県等補助金（国庫支出金、県支出金）7,448 百万

円から純行政コスト 20,191 百万円を控除した本年度差額は 514 百万円のマイナスとなり

ました。  

この本年度差額に資産評価差額、無償所管換等を加除した本年度純資産変動額は 504 百

万円のマイナスと前年比 994 百万円の減少となった結果、本年度末純資産残高は 44,776

百万円となりました。  

 

本年度純資産変動額が赤字となった要因は、前年度に対して税収等は 372 百万円増加

（＋3.1％）した一方、純行政コストは 584 百万円増加（＋3.0％）、国県等補助金が 773

百万円減少（△9.4％）したことによるものです。  

純行政コストが増加した要因は、「３行政コスト計算書について」より、人件費や物件

費等の業務費用が 590 百万円増加（＋5.2％）によるものです。  

税収等が増加した要因は、地方交付税は 167 百万円増加（＋ 3.7％）、地方消費税交付金

が 77 百万円増加（＋6.3％）、市税が 119 百万円増加（＋2.2％）したこと等によるもので

す。 

国県等補助金が減少した要因は、低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特

別給付金（新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金） 34 百万円減少（△

34.5％）、子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金 1,365 百万円減少（△84.6％）したこ

と等によるものです。  

 

現金主義である官庁会計では、現金支出を伴う費用についてはこれまで財務分析を行

ってきましたが、新地方公会計の導入により現金支出を伴わない費用についても把握可

能となりましたので、現在は、行政サービスを提供するために必要な全ての費用（フルコ

スト）について財務分析を行うことが可能となっています。  
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純資産変動内容の内訳・推移 

（単位：百万円）  

 

※  百万円未満を四捨五入しています。  

前年度末

純資産

残高

純行政

コスト

（△）

税収等
国県等

補助金

本年度

差額

資産評価

差額

無償所管

換等

本年度

純資産

変動額

本年度末

純資産

残高

H30 45,600 15,884 10,812 5,592 520 △ 1 148 668 46,268

R1 46,268 17,483 10,947 5,392 △ 1,145 △ 1 0 △ 1,145 45,122

R2 45,122 23,816 11,515 11,869 △ 432 5 96 △ 332 44,791

R3 44,791 19,607 11,857 8,221 470 0 20 490 45,280

R4 45,280 20,191 12,229 7,448 △ 514 △ 4 15 △ 504 44,776

△ 10,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000
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５ 資金収支計算書について 

資金収支計算書とは、会計年度中における市の現金の収入（歳入）と支出（歳出）の収

支を、業務活動収支・投資活動収支・財務活動収支の３つの区分に分けて、資金の利用や

獲得状況に関する情報を示すものです。  

この区分けによって、投資活動収支では公共施設等の整備を積極的に行っている、基金

を多く取り崩しているなどの状況を、財務活動収支では地方債の発行や元金償還の状況

などを読み取ることができます。  

なお、「行政コスト計算書」には、発生主義による現金支出を伴わないコスト等が含ま

れていますが、「資金収支計算書」では現金の収支のみが記載され、また出納整理期間中

の取引により発生する資金の受払いも含むことから、「本年度末資金残高」は「歳入歳出

決算書」の「歳入歳出差引残額」と一致します。  

この計算書にて算出された「本年度末資金残高」と「本年度末歳計外現金残高」の合計

である「本年度末現金預金残高」は「貸借対照表」の「現金預金」に連動します。  

 

科目 金額 科目 金額

【業務活動収支】 投資活動収入 1,629百万円

業務支出 18,337百万円 国県等補助金収入 568百万円

業務費用支出 9,338百万円 基金取崩収入 932百万円

人件費支出 2,475百万円 貸付金元金回収収入 107百万円

物件費等支出 6,352百万円 資産売却収入 22百万円

支払利息支出 61百万円 その他の収入 0百万円

その他の支出 450百万円 投資活動収支 △ 790百万円

移転費用支出 8,999百万円 【財務活動収支】

補助金等支出 4,153百万円 財務活動支出 1,424百万円

社会保障給付支出 3,505百万円 地方債償還支出 1,424百万円

他会計への繰出支出 1,186百万円 その他の支出 0百万円

その他の支出 154百万円 財務活動収入 702百万円

業務収入 19,704百万円 地方債発行収入 702百万円

税収等収入 12,229百万円 その他の収入 0百万円

国県等補助金収入 6,880百万円 財務活動収支 △ 721百万円

使用料及び手数料収入 141百万円 本年度資金収支額 △ 160百万円

その他の収入 453百万円 前年度末資金残高 905百万円

臨時支出 16百万円 - 　　　　-

災害復旧事業費支出 16百万円 本年度末資金残高 745百万円
その他の支出 0百万円

臨時収入 0百万円 前年度末歳計外現金残高 13百万円

業務活動収支 1,351百万円 本年度歳計外現金増減額 △ 2百万円

【投資活動収支】 本年度末歳計外現金残高 11百万円

投資活動支出 2,418百万円 本年度末現金預金残高 756百万円
公共施設等整備費支出 958百万円

基金積立金支出 1,323百万円 ※　理解しやすくするために実際の表を調整
投資及び出資金支出 30百万円  しています。
貸付金支出 107百万円 ※　下位項目との金額差は、単位未満の四捨
その他の支出 0百万円  五入によるものです。

資金収支計算書
自 令和 ４年４月 １日

至 令和 ５年３月３１日
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（１）資金収支の状況 

令和４年度決算では、業務活動収支は 1,351 百万円の黒字、投資活動収支は 790 百万

円の赤字、財務活動収支は 721 百万円の赤字となり、３つの活動収支を合わせた本年度

資金収支額は 160 百万円の赤字となりました。 

この額に、前年度末資金残高（前年度の繰越金）905 百万円を加えた本年度末資金残高

（本年度の歳入歳出差引額）は 745 百万円となりました。  

この額に、歳計外現金の前年度末残高及び当年度中の増減額を加えた、本年度末現金預

金残高（貸借対照表の流動資産の「現金預金」計上額）は 756 百万円となりました。  

資金収支についてみると、前年度に対して、業務活動収支は 889 百万円のマイナス（△

39.7％）、投資活動収支は 831 百万円のプラス（＋48.7％）、財務活動収支は 435 百万円

のマイナス（△252.2％）となった結果、本年度資金収支額は 493 百万円のマイナス（△

148.2％）となりました。 

 

◆ 業務活動収支  

行政サービスの提供に関する経常的・臨時的な行政活動に伴う資金収支をいいます。 

◆ 投資活動収支  

公共施設整備や基金積立・取崩など、市の資産の増減に伴う資金収支をいいます。  

◆ 財務活動収支  

地方債発行や元金償還など、市の負債の増減に伴う資金収支をいいます。  

 

資金収支の内訳・推移 

（単位：百万円）  

 

※  百万円未満を四捨五入しています。  

業務

活動

収支

投資

活動

収支

財務

活動

収支

本年度

資金

収支額

前年度

末資金

残高

本年度

末資金

残高

前年度

末歳計

外現金

残高

本年度

歳計外

現金

増減額

本年度

末歳計

外現金

残高

本年度

末現金

預金

残高

H30 1,007 △ 2,359 1,317 △ 35 472 437 17 3 20 457

R1 731 △ 1,075 370 26 437 463 20 △ 3 17 480

R2 1,506 △ 1,140 △ 256 110 463 573 17 △ 9 8 580

R3 2,240 △ 1,621 △ 286 333 573 905 8 5 13 919

R4 1,351 △ 790 △ 721 △ 160 905 745 13 △ 2 11 756

△ 2,500

△ 2,000

△ 1,500

△ 1,000

△ 500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500
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（２）業務活動収支の状況 

①業務支出の状況 

業務支出は、行政コスト計算書の業務費用から現金支出を伴わない取引（賞与等引当

金、退職手当引当金、減価償却費、徴収不納引当金に関する取引）を取り除いたものにな

ります。  

 

 

 

 

 

 

 

業務活動支出の内訳・推移 

（単位：百万円）  

 

※  百万円未満を四捨五入しています。  

 

  

人件費

支出

物件費等

支出

支払利息

支出

その他の支

出

補助金等

支出

社会保障

給付支出

他会計へ

の繰出

支出

その他の支

出

H30 2,299 4,828 89 103 3,345 2,940 999 39

R1 2,320 5,089 81 145 3,815 3,048 1,063 155

R2 2,392 6,163 72 159 9,198 3,071 1,063 11

R3 2,457 6,110 65 164 4,329 3,562 1,138 5

R4 2,475 6,352 61 450 4,153 3,505 1,186 154

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000
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②業務収入、臨時支出、臨時収入の状況 

業務収入は、行政コスト計算書の業務収入及び純資産変動計算書の税収に、資産や負債

の増減に関する取引（長期延滞債権、未収金、未払金に関する取引）を加除した額と、純

資産変動計算書の国県等補助金のうち経常的な行政サービスの財源として充てられる額

とを加えたものになります。  

臨時支出は、行政コスト計算書の臨時損失から、現金支出の伴わない取引（資産除売

却損等）を取り除いたものになります。  

臨時収入は、行政コスト計算書の臨時利益から、現金支出の伴わない取引（資産売却

益等）を取り除いた額と、災害復旧事業費の財源として収入のあった額とを加えたものに

なります。  

 

 

 

業務活動収入、臨時支出、臨時収入の内訳・推移 

（単位：百万円）  

 

※  百万円未満を四捨五入しています。  

  

税収等収入
国県等

補助金収入

使用料及び

手数料収入

その他の

収入

災害復旧

事業費支出
臨時収入

業務

活動

収支

H30 10,829 4,228 134 464 21 13 1,007

R1 10,951 4,926 139 429 0 2 731

R2 11,504 11,439 135 558 0 0 1,506

R3 11,875 7,626 138 431 0 0 2,240

R4 12,229 6,880 141 453 16 0 1,351

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000
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（３）投資活動収支の状況 

投資活動支出は、令和３年度決算では 2,699 百万円であったのに対して、令和４年度

決算では 2,418 百万円となり、281 百万円減少（△10.4％）しました。  

主な内訳としては、公共施設等整備費支出は 143 百万円減少（△13.0％）、基金積立

金支出は 139 百万円減少（△9.5％）です。  

このうち公共施設等整備費支出の減少の要因は、巣子野沢線道路改良舗装事業 122 百

万円増加、小中学校便所改修事業 56 百万円皆増等した一方、滝沢中学校校舎増築事業

175 百万円皆減、消防施設整備事業 23 百万円減少したこと等によるものです。  

投資活動収入は、令和３年度決算では 1,078 百万円であったのに対して、令和４年度

決算では 1,629 百万円となり、551 百万円増加（＋51.1％）しました。  

主な内訳としては、国県等補助金収入は 27 百万円の減少（△4.5％）、基金取崩収入

は 563 百万円の増加（＋252.6％）です。  

このうち基金取崩収入が増加した要因は、財政調整基金繰入金が 530 百万円増加（＋

296.0％）したこと等によるものです。  

この結果、投資活動収支は前年度に対して 831 百万円のプラス（＋51.3％）となりま

した。 

 

投資活動収支の内訳・推移 

（単位：百万円）  

 

※  百万円未満を四捨五入しています。   

公共施設

等整備費

支出

基金

積立金

支出

投資及び

出資金

支出

貸付金支

出

国県等

補助金

収入

基金取崩

収入

貸付金

元金回収

収入

資産売却

収入

投資

活動

収支

H30 3,580 753 17 97 1,353 603 97 33 △ 2,359

R1 1,382 561 20 96 465 424 96 1 △ 1,075

R2 998 1,336 25 118 431 651 118 137 △ 1,140

R3 1,101 1,462 26 111 595 369 111 3 △ 1,621

R4 958 1,323 30 107 568 932 107 22 △ 790

△ 3,000

△ 2,000

△ 1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000
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（４）財務活動収支の状況 

財務活動支出は、令和３年度決算では 1,334 百万円であったのに対して、令和４年度

決算では 1,424 百万円となり、90 百万円増加（＋6.8％）しました。  

これは全額、地方債等償還支出となります。  

財務活動収入は、令和３年度決算では 1,048 百万円であったのに対して、令和４年度

決算では 702 百万円となり、346 百万円減少（△33.0％）しました。 

これは全額、地方債発行収入となります。 

この結果、財務活動収支は前年度に対して 435 百万円のマイナス（△252.1％）とな

りました。 

 

 

 

財務活動収支の内訳・推移 

（単位：百万円）  

 

※  百万円未満を四捨五入しています。  

  

地方債等償還支出 地方債等発行収入

財務

活動

収支

H30 1,237 2,554 1,317

R1 1,299 1,669 370

R2 1,313 1,057 △ 256

R3 1,334 1,048 △ 286

R4 1,424 702 △ 721

△ 1,000

0

1,000

2,000

3,000
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６ 財務指標について 

※  類似団体平均は、後日、総務省ホームページで公開予定のものです。 

※  類似団体平均は、決算年度の前年度分が総務省から提供されている最新数値のため、

決算年度の前年度分が分析対象となります。  

 

（１）「資産形成度」を示す指標の推移 

･･･将来世代に残る資産はどのくらいあるか  

 

①住民一人当たり資産額  

資産額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり資産額とすることにより、住民等に

とって理解しやすい情報となるとともに、他団体との比較が容易になります。  

 

【算定式】資産合計÷住民基本台帳人口（Ｎ＋１年１月１日現在）  

 

【状況】 

令和３年度決算について、類似団体平均を下回っています。これは、昭和５０年代後半

から民間資本による宅地開発が急激に進み、道路敷地が無償で市の所有になったことによ

り、備忘価額 1 円で評価している資産（インフラ資産の土地）が多いためです。 

令和４年度決算では、前年度に対して分母となる住民基本台帳人口は 369 人減少（△

0.1％）しました。また、分子となる資産合計額は 1,288 百万円減少（△2.0％）しました。     

人口は減少したものの、建物や工作物（インフラ）などの減価償却等による固定資産の

減少等した結果、前年度に対し、住民一人当たり資産額は減少となりました。 

 

 

住民一人当たり資産額（千円） 

 

 

H30 R1 R2 R3 R4

住民一人当たり

資産額
1,197千円 1,179千円 1,164千円 1,164千円 1,149千円

類似団体平均 1,428千円 1,444千円 1,440千円 1,461千円

1,000千円

1,100千円

1,200千円

1,300千円

1,400千円

1,500千円

住民一人当たり

資産額

類似団体平均
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②歳入額対資産比率 

当該会計年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成さ

れたストックとしての資産が、歳入の何年度分に相当するかを表し、地方公共団体の資産

形成の度合いを測ることができます。  

 

【算定式】資産合計÷歳入総額  

 

【状況】  

令和３年度決算について、類似団体平均を下回り、令和２年度より 0.4 年増加していま

す。 

これは、資産総額は 95 百万円増加（＋0.1％）した一方、特別定額給付金給付事業費補

助金に係る国県等補助金収入の皆減等により歳入総額が 3,722 百万円減少したこと等によ

るものです。 

令和４年度決算では、資産総額は 1,288 百万円減少（△2.0％）した一方、歳入総額は前

年度と比べて 172 百万円（＋0.8％）した結果、前年度と同じ 2.8 年となりました。 

 

※年数が多いほど社会資本の整備が進んでいると考えられますが、それに伴い維持補修

費も多く発生し財政的な負担が強いられる可能性があります。  

 

 

歳入額対資産比率（年） 

 
 

  

H30 R1 R2 R3 R4

歳入額対資産

比率
3.2年 3.3年 2.4年 2.8年 2.8年

類似団体平均 3.7年 3.6年 2.7年 3.0年

2.0年

2.2年

2.4年

2.6年

2.8年

3.0年

3.2年

3.4年

3.6年

3.8年

4.0年

歳入額対資産

比率

類似団体平均
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③有形固定資産減価償却率 

有形固定資産のうち、償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の割合を算出する

ことにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把

握することができます。 

 

【算定式】減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累

計額）（％）  

※  土地等の非償却資産とは土地、立竹木、建設仮勘定及び物品の合計。 

 

【状況】  

令和３年度決算について、類似団体平均を上回っています。これは昭和５０年代後半か

らの宅地開発により帰属を受けた道路（工作物）の耐用年数が半ば以上過ぎているためで

す。今後は道路施設を含む公共施設等の長寿命化を進めていく必要があります。 

また、令和３年度は令和２年度より 1.6％増加しています。これは前年度に対して減価

償却累計額は 2,386 百万円増加（＋3.2％）した一方、有形固定資産（簿価＋減価償却累計

額）は 1,351百万円の減少（△ 2.3％）、そのうち土地等の非償却資産は 79百万円増加（+0.3％）

となり、分子となる減価償却累計額の増加率が大きかったことによるものです。 

令和４年度決算では、前年度に対して減価償却累計額は 2,482 百万円増加（＋ 3.0％）

した一方、有形固定資産（簿価＋減価償却累計額）は 1,614 百万円の減少（△2.8％）、そ

のうち土地等の非償却資産は 16 百万円増加（+0.1％）となり、分子となる減価償却累計額

の増加率が大きかったため、1.7 ポイント増加しています。  

 

※比率が大きくなることは資産の老朽化が進んでいることを意味します。  

 

有形固定資産減価償却率（％） 

 

 

H30 R1 R2 R3 R4

有形固定資産

減価償却率
65.3％ 66.6％ 68.4％ 70.0％ 71.7％

類似団体平均 60.8％ 61.8％ 62.7％ 63.8％

55.0％

57.0％

59.0％

61.0％

63.0％

65.0％

67.0％

69.0％

71.0％

73.0％

75.0％

有形固定資産

減価償却率

類似団体平均
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（２）「世代間公平性」を示す指標の推移 

･･･将来世代と現世代との負担の分担は適切か  

 

①純資産比率 

地方債の発行等を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行うと考えれば、純資産の

変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。  

たとえば、純資産の増加は、現世代の負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積し

たことを意味する一方、純資産の減少は、将来世代が利用可能な資源を現世代が費消して

便益を享受していると捉えることができます。  

 

【算定式】純資産÷資産合計（％）  

 

【状況】  

令和３年度決算について、類似団体平均を下回り、令和２年度より 0.7 ポイント増加し

ています。これは前年度に対して資産総額が 95 百万円増加（＋0.1）しましたが、地方債

等の負債総額が 394 百万円減少（△2.0％）し、結果として純資産は 490 百万円増加（＋

1.1％）と、分母となる資産総額の減少率が大きかったことによるものです。 

令和４年度決算では、前年度に対して資産総額が 1,228 百万円減少（△2.0％）しまし

たが、地方債等の負債総額が 784 百万円減少（△4.2％）し、結果として純資産は 504 百万

円減少（△0.1％）と、分子となる純資産の増加率が大きかったため、0.6 ポイント増加し

ています。  

 

※比率が小さくなることは将来世代の負担割合が増加したことを意味します。  

 

純資産比率（％） 

 

 

H30 R1 R2 R3 R4

純資産比率 69.9％ 69.0％ 69.2％ 69.9％ 70.5％

類似団体平均 71.6％ 71.6％ 71.2％ 71.9％

67.0％

68.0％

69.0％

70.0％

71.0％

72.0％

73.0％

74.0％

純資産比率 類似団体平均



29 

②将来世代負担比率 

有形固定資産などの社会資本等に対して、将来の償還等が必要な負債による調達割合

（公共資産等形成充当負債の割合）を算出することにより、社会資本等形成に係る将来世

代の負担の程度を把握することができます。  

 

【算定式】地方債残高（特例地方債を除く）÷公共資産（有形固定資産＋無形固定資

産）（％）  

※  特定地方債とは、必ずしも社会資本等に充当されない臨時財政対策債、減

税補填債、臨時税収補填債、臨時財政対策債、減収補填債特例分をいう。 

 

【状況】  

令和３年度決算について、類似団体平均を上回り、令和２年度より 0.3 ポイント増加し

ています。これは前年度に対して特例地方債を除く地方債残高が 82 百万円減少（△0.8％）

しましたが、公共資産（有形固定資産＋無形固定資産）は 1,345 百万円減少（△2.2％）し

たため、分子となる特例地方債を除く地方債残高の減少率が小さかったことによるもので

す。 

令和４年度決算では、前年度に対して特例地方債を除く地方債残高が 721 百万円減少

（△3.9％）しましたが、公共資産（有形固定資産＋無形固定資産）は 1,537 百万円減少

（△2.6％）した結果、前年度同となっています。 

 

※比率が大きくなることは社会資本等形成に係る将来世代の負担が増加したことを意

味します。 

 

将来世代負担比率（％）  

 
 

H30 R1 R2 R3 R4

将来世代負担

比率
16.4％ 17.5％ 17.7％ 18.0％ 18.0％

類似団体平均 15.0％ 15.2％ 15.9％ 15.7％

12.0％

13.0％

14.0％

15.0％

16.0％

17.0％

18.0％

19.0％

20.0％

将来世代負担

比率

類似団体平均
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（３）「持続可能性」を示す指標の推移 

･･･財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）  

 

①住民一人当たり負債額  

負債額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり負債額とすることにより、住民等に

とって理解しやすい情報となるとともに、他団体との比較が容易になります。  

 

【算定式】負債合計÷住民基本台帳人口（Ｎ＋１年１月１日現在）  

 

【状況】  

令和３年度決算について、類似団体平均を下回っていますが、令和２年度より 7 千円減

少（△2.0％）しています。これは前年度に対して住民基本台帳人口は 37 人増加（＋ 0.1％）

しましたが、地方債等の負債総額は 394 百万円減少（△ 2.0％）と、分母となる住民基本台

帳人口の増加率が大きかったことによるものです。  

令和４年度決算では、前年度に対して住民基本台帳人口は 369 人減少（△0.1％）し、地

方債等の負債総額は 784 百万円減少（△4.2％）となった結果、12 千円減少（△3.4％）し

ています。  

平成末期に実施した滝沢市交流拠点複合施設や新設小学校等の公共施設整備に係る市

債の発行により地方債残高が増加しておりましたが、地方債の新規発行抑制等により年々

減少しています。しかし、将来世代への負担が増加傾向となることがないよう、今後も引

き続き地方債の新規発行にあたっては有効な財源として捉えつつ適切に判断するよう努

めていく必要があります。 

 

 

住民一人当たり負債額（千円） 

 

H30 R1 R2 R3 R4

住民一人当たり

負債額
360千円 365千円 358千円 351千円 339千円

類似団体平均 405千円 410千円 421千円 385千円

300千円

320千円

340千円

360千円

380千円

400千円

420千円

440千円

住民一人当たり

負債額

類似団体平均
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②基礎的財政収支（プライマリーバランス）  

資金収支計算書の支払利息支出を除いた業務活動収支と基金積立金支出及び基金取崩

収入を除いた投資活動収支の合計額を算出することにより、地方債等の元利償還額を除い

た歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバランスを示す指標となります。  

このバランスが均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規

模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営が実現できていると捉えるこ

とができます。  

 

【算定式】業務活動収支（支払利息支出を除く）＋投資活動収支（基金積立金支出及

び基金取崩収入を除く）  

 

【状況】  

令和３年度決算について、類似団体平均を上回り、令和２年度より 653.5 百万円増加し

ています。これは、支払利息支出を除いた業務活動収支は 2,305 百万円の黒字と前年度を

上回りましたが、基金積立金支出及び基金取崩収入を除いた投資活動収支は前年度から 74

百万円減の 529 百万円の赤字となり、全体として 1,776 百万円の黒字となりました。 

令和４年度決算では、支払利息支出を除いた業務活動収支は 1,412 百万円の黒字と前年

度を上回りましたが、基金積立金支出及び基金取崩収入を除いた投資活動収支は前年度か

ら 130 百万円増の 399 百万円の赤字となり、全体として 1,013 百万円の黒字となりました。 

 今後は投資活動収支の赤字額の圧縮はもちろんですが、業務活動収支の黒字額の確保及

び増加に努める必要があります。 

 

 ※赤字の状態が続けば、借金を続け債務残高は増加していきます。一方、十分な黒字が

続けば債務残高は減少します。  

 

基礎的財政収支（プライマリーバランス）（百万円） 

 

 

H30 R1 R2 R3 R4

基礎的財政収支 △ 1,113.3百 △ 126.3百万 1,122.4百万 1,775.9百万 1,013.5百万

類似団体平均 390.3百万円 397.6百万円 666.7百万円 1,667.5百万

△ 1,500.0百万円

△ 1,000.0百万円

△ 500.0百万円

0.0百万円

500.0百万円

1,000.0百万円

1,500.0百万円

2,000.0百万円

基礎的財政収支 類似団体平均
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（４）「効率性」を示す指標の推移 

･･･行政サービスは効率的に提供されているか  

 

①住民一人当たり行政コスト 

行政コスト計算書で算出される行政コストを住民基本台帳人口で除して住民一人当た

り行政コストとすることにより、住民等にとって理解しやすい情報となるとともに、他団

体との比較が容易になります。  

なお、住民一人当たり行政コストは、地方公共団体の人口や面積、行政機能等により異

なることと考えられるため、一概に他団体と比較するのではなく、類似団体等と比較する

ことが適当です。  

 

【算定式】純行政コスト÷住民基本台帳人口（Ｎ＋１年１月１日現在） 

 

【状況】  

令和３年度決算について、類似団体平均を下回り、令和２年度より 76千円減少（△17.8％）

しています。これは前年度に対して住民基本台帳人口は 37 人増加（＋0.1％）した一方、

純行政コストは 4,209 百万円減少（△17.7％）したことによるものです。  

令和４年度決算では、前年度に対して住民基本台帳人口は 369 人減少（△0.1％）した

一方、純行政コストは 584 百万円増加（＋3.0％）となった結果、13 千円増加（＋3.7％）

しています。 

今後は高齢化に伴う社会保障経費の増加、少子化に伴う生産年齢人口の減少による地方

税の減収などが見込まれることから、行政コストの推移に注視しつつ、引き続き効率的な

行政運営に努める必要があります。  

 

 ※額が小さいほど効率的な行政運営を行っていることを意味します。  

 

住民一人当たり行政コスト（千円） 

 

H30 R1 R2 R3 R4

住民一人当たり

行政コスト
287千円 315千円 428千円 352千円 365千円

類似団体平均 318千円 331千円 453千円 385千円

200千円

250千円

300千円

350千円

400千円

450千円

500千円

住民一人当たり

行政コスト

類似団体平均



33 

（５）「自律性」を示す指標の推移 

･･･歳入はどのくらい税収等で賄われているか  

（受益者負担の水準はどうなっているか）  

 

①受益者負担率 

行政コスト計算書の経常収益は、使用料及び手数料など行政サービスに係る受益者負担

の金額を表すため、これを経常費用と比較することにより、行政サービス提供に対する直

接的な負担の割合を算出することができます。  

 

【算定式】経常収益÷経常費用（％）  

 

【状況】  

令和３年度決算について、類似団体平均を下回り、令和２年度より 0.3 ポイント増加し

ています。これは、前年度に対して経常収益は 77 百万円減少（△10.2％）し、経常費用は

4,281 百万円減少（△17.4％）したことによるものです。 

令和４年度決算では、前年度に対して経常収益は 25 百万円減少（△3.6％）し、経常費

用は 555 百万円増加（＋2.7％）したことにより、0.2 ポイント減少しています。 

今後も類似団体の指標と比較しながら、行政サービスを提供するためのコストを精査し、

行政サービスの対価としての使用料や手数料を必要に応じて見直すこと等により、受益者

負担の適正化に努める必要があります。 

 

 ※値が小さくなることは受益者負担が減少したことを意味します。  

 

受益者負担率（％） 

 
 

H30 R1 R2 R3 R4

受益者負担率 6.3％ 3.5％ 3.1％ 3.4％ 3.2％

類似団体平均 4.6％ 4.5％ 3.4％ 4.1％

2.0％

3.0％

4.0％

5.0％

6.0％

7.0％

8.0％

受益者負担率 類似団体平均
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（６）財務指標から見る滝沢市の財務状況について  

 

令和３年度決算について、「資産形成度」を示す指標である「住民一人当たり資産額」及

び「歳入額対資産比率」は、類似団体平均と比べて下回っており、「有形固定資産減価償却

率」については類似団体平均を上回っています。これらの要因は備忘価額 1 円で評価して

いる道路敷地が多いことによるものが大きいことから、指標数値のみで判断せず各公共施

設等の状況を個別に評価し、適宜長寿命化対策を講じていく必要があります。 

「世代間公平性」を示す指標である「純資産比率」は類似団体平均と比べて下回ってい

ますが年々増加傾向にあります。これは地方債残高の減少等により負債が減少した結果、

純資産が資産全体に占める割合が増加していることを意味します。一方、「将来世代負担比

率」は類似団体平均と比べて上回っており、年々増加傾向にあります。これは公共資産の

形成に充てる財源を地方債に依存している割合が比較的高いことを意味します。実施事業

の精査により地方債発行額の抑制に努めるとともに、地方債償還に対する交付税措置率が

高い地方債を活用すること等により、世代間公平性を確保するよう努めていく必要があり

ます。 

「持続可能性」を示す指標である「住民一人当たり負債額」は、令和３年度決算では前

年度から 12 千円減少しており、類似団体平均と比べて下回っています。「基礎的財政収支

（プライマリーバランス）」は、令和４年度決算では令和３年度決算から引き続き黒字の状

況となったため、引き続き歳入の拡大及び歳出の削減に努め黒字状況を維持する必要があ

ります。 

「効率性」を示す指標である「住民一人当たり行政コスト」は、類似団体平均を下回っ

ていますが、高齢化に伴う社会保障経費の増加、少子化に伴う生産年齢人口の減少に伴う

地方税の減収などによる行政コストの増加が見込まれておりますので、引き続き効率的な

行政運営に努める必要があります。  

「自律性」を示す指標である、「受益者負担率」は、類似団体平均をやや下回っているた

め、類似団体の指標と比較しながら本市にとって適正な受益者負担を定期的に検討してい

く必要があります。  
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